岩職労発　第　　　号

２０１５年３月１０日

岩手県知事　　達　増　 拓　也　 　様

岩手県職員労働組合

中央執行委員長　平中清人

賃金・労働条件等の改善にかかわる要求書
（県職労独自課題）

日頃、職員の労働条件の改善にご尽力されている貴職に対し敬意を表します。
東日本大震災から間もなく４年を経過しようとする中、知事は今年を「本格復興邁進年」と位置付け、事業量がピークを迎える中で確実な復興事業を推進することを掲げ、職員一人ひとりがしっかり取り組むよう述べています。しかし、それを担う現場職員を取り巻く状況は厳しさを増し、とりわけ、マンパワー不足が深刻な問題になっています。過重な業務に体調を崩し、その穴埋めのためさらに過重な業務を負わなければならず、さらに厳しさが増す状況となっています。他県等からの応援職員や任期付採用職員をはじめとする定数増が図られてきてはいるものの、依然として補充されない欠員の実態や、定数どおりでも不足する人員実態に対し、個々の職員の踏ん張りによって、なんとか業務が回っているのが実態ですが、それも限界との声も聞こえてきています。

また、政府・人事院が推し進める「給与制度の総合的見直し」は地方公務員の給与を引き下げ、人件費削減策を強引に進めようとするもので、容認できるものではありません。復興業務に従事し、日々奮闘している職員に対して、勤務意欲を失墜させ、復興業務に影響を与えるおそれがあるものです。生活実態からも、消費増税や物価の上に、実質賃金は下がり続けているのが実態であり、生計費維持のためにも賃金改定は必要です。

このような状況を踏まえ、私たち岩手県職員労働組合は、「組合員の生活と権利を守る」ことや「震災からの復興とそのための体制確保」を基本に、賃金引上げ、労働環境の整備、組合員が抱える様々な課題の解決等を求める要求書を提出します。

貴職におかれましては、職員が安心して業務に精励できる環境を確保するため、下記の事項について誠意をもって検討を行い、回答されるよう求めます。
記
１　賃金・諸手当について

〔　賃金水準　〕

(1)  １１，０００円以上の賃金改善を行うこと。また、次に掲げる年齢ポイント賃金を実現するために、標準職務表の改善、昇格運用基準の改善を行うこと。

30歳ポイント　　246,500円　

35歳ポイント　　296,900円　

40歳ポイント　　349,400円　

(2)  人勧制度によらない給料の特別調整額の削減措置を終了させること。

(3)  人事院が昨年８月に報告した「給与制度の総合的見直し」については、地域間配分見直しの考え方をはじめ、地方切捨てと地方公務員の賃金切り下げを狙った極めて恣意的な公民給与比較方法の変更であることから、当該見直しは実施しないよう、関係機関に要請すること。

〔　賃金決定　〕

(4) 自治体最低賃金制度を確立するため、初任給は、18才・高校卒・行政（一）で1級13号とすること。

(5) 大学（院）卒、短大卒及び他の給料表についてもこれに準じて改善すること。

(6) 中途採用者の経験年数換算率は、同種・異種ともに10割とし、以外を5割とすること。

(7) 中途採用者の初任給調整率は、経験年数の全期間を通じて12月で4号給とするとともに、端数月数については経過月数として算入すること。

(8) 初任給の格付けにあたっては、上限を撤廃すること。

(9) 以上の措置にともなう在職者調整を行うこと。

〔　査定昇給制度　〕

(10) 長年放置されてきた４原則（公正・公平性、透明性、納得性、客観性）を再検証し、２要件（労使協議制度、苦情処理制度）を確保すること。

(11) ４原則２要件が確保されない場合は、制度の運用をやめること。

〔　昇給・昇格及び運用基準　〕

(12) 若年層の昇給・昇格基準を改善すること。

(13) 行政職級別職務区分表を改善し、「主査5級」「担当課長7級」格付けとし、主査相当職（主任等）の現行5級、担当課長相当職（上席等）の7級標準到達及び非役付職員の4級標準到達を図ること。

当面、実際の業務内容に見合った格付け・処遇を確保すること。特に、4級及び5級における高位号給者の割合が極めて高い現状の問題点を認識し、最高号給者解消のため、上位級への昇格運用を図ること。

(14) 経験年数で高校卒12年、大学卒8年までには主任発令を実施すること。

(15) 研究職給料表における4級昇格基準を改善すること。

(16) 医療職（二）給料表における6級昇格基準を改善すること。

(17) 医療職（三）表を、国公医療職（三）表に準じて7級制とし、当面、6級昇格基準を改善するなど昇格運用の改善を図ること。

(18) 年齢別最低保障制度を設け、その賃金は、35才・高校卒・勤続17年で行政（一）3級31号相当額とするよう、昇給・昇格基準の改善、運用拡大を図ること。

(19) 年齢・勤続年数・職歴等の一定要件で「担当課長相当職」まで標準到達を図ること。

(20) 現業職員の賃金は、非現業との格差を解消し最低でも標準入職者の90％を確保すること。

(21) 現業職員の５級昇格要件を改善すること。

(22) 昇格・昇給にかかわる職種・部局・男女間等の格差を解消すること。

(23) 病休者等に対する復職調整を改善すること。
(24) 国や他の自治体等へ派遣中の職員について、経済的不利益が生じないよう昇給改善等を図るとともに、派遣元の職場における代替職員の確保を行うこと。

〔　旅費・諸手当等　〕

(25) 旅費の級区分を廃止し、日当・宿泊料の額及び支給基準を改善すること。

(26) 車賃定額単価を旅費法に準じて改正すること。

(27) 特例措置である私用車出張の運用を厳格にするとともに、制度が異なる通勤手当（交通用具使用分）との調整を廃止すること。

(28) 赴任旅費について、級区分を廃止するとともに、移転料・着後手当の支給額・支給基準を改善すること。

(29) 単身赴任手当の支給要件を改善し、実質別居となっている全ての職員に支給すること。

また、交通距離区分ごとの加算額について、本県の地理的特殊性、交通事情を考慮し改善すること。

(30) 通勤手当は、新幹線利用等通勤の実態に応じて、県の特殊事情・独自性を考慮し支給要件の緩和とともに全額実費支給すること。また支給除外距離制度を廃止すること。

(31) 交通用具使用者に対する支給限度額並びに区分及び支給額を引き上げるとともに、高速道路利用者への認定要件を拡大すること。

(32) 子の扶養手当の支給額を引き上げるとともに、子どもにかかる加算額は、国民年金保険料掛金相当額以上とすること。また、配偶者とその他の扶養親族の格差をなくすこと。

(33) 住居手当を借家・借間について支給額を引き上げるとともに、紹介手数料等を含む自己負担を算定根拠に含めること。また、本県の住宅政策及び特殊事情を考慮し、持家に係る手当を支給すること。
(34) 被災地おいて、住居不足等により仮設住宅へ入居せざるを得ない職員が、住居管理等の事情により転居が必要となる場合は、移転料等の支給を行うこと。

(35) 本県における寒冷積雪地域の特殊性を鑑み、寒冷地手当の引上げを行うこと。また、支給対象地域を県内全域とすること。

(36) 超過勤務手当等の支給にあたっては、労働基準法を遵守するとともに、必要な予算を確保し完全支給すること。支給単価については、現行の100分の125を150に、100分の150を200にするとともに、週休日の超過勤務等については、100分の50を加給措置すること。

(37) 特殊勤務手当について、支給額及び支給要件を改善すること。なお、手当の見直しにあたっては、労働組合との十分な協議を行うこと。

(38) 一時金について期末手当一本とし、支給月数を年間5月以上とすること。勤勉手当に係る成績率格差の不当運用を行わないこと。
(39) 傾斜配分となっている級別加算額については、全員公平な加算とすること。

(40) 特地勤務手当を大幅に引き上げるとともに、「準ずる手当」については、新規採用者に対しても支給対象とすること。

なお、特地公署の指定は、極寒かつ多雪である本県の特殊事情等を勘案し、行うこと。

(41) 宿日直手当の大幅な改善を行うこと。

(42) 新たな震災復興・放射能対策業務等の対応困難業務に対する関連業務手当を新設すること。また、既存の手当制度でカバーできない部分の要件緩和を行うこと。
(43) 公共交通機関通勤者にやむを得ず運行時間外に出勤を命ずる場合は、車賃実費等の支給について諸条件を整備すること。

２　労働時間の短縮・休暇制度について

〔　労働時間短縮　〕

(44) 年間総労働時間1,800時間の達成に向け、労働時間の短縮に関する年間行動計画を策定するとともに、子育てや介護等の事情を抱える職員に対し、時間外労働等の制限を徹底すること。

(45) 超過勤務縮減のため、人員配置など諸条件の整備を行うこと。

(46) 無原則な超過勤務を規制するため「36協定」を締結するとともに実効ある具体的な超過勤務縮減向けた措置を検討し、早急に実施すること。

(47) 労働基準法第33条第3項の「公務の臨時の必要」については、日常の業務は対象とならないものであり、労働基準法の趣旨に沿って厳格に運用すること。

(48) 閉庁除外職場の解消に努めるとともに、交替制職場等については、連続休暇を基本とした労働時間の短縮を行うこと。

(49) 年次有給休暇の計画的・連続取得、完全取得を促進するため、人員増など職場の環境改善を行うこと。

(50) 休日出勤・災害対応・宿日直による連続勤務に対する振替休日の取得を徹底させること。また、振替休日を取得できる職場環境、人員体制を確立すること。

(51) 変則時間制勤務の運用は、職員の福利厚生・健康面に最大限考慮した制度運用を前提として、労働組合との十分な協議・合意に基づくこと。

(52) 勤務・労働条件については、労使合意を基本に、国の不当な干渉を排除すること。

(53) 「仕事と生活の調和推進のための行動指針」の具体化をはかり、ワーク・ライフ・バランスの推進体制を確立すること。

〔　休暇制度　〕

(54) 夏季休暇を7日間とするなど、特別休暇等の増日・分割取得、病気休暇の期間延長など休暇制度の拡充、改善をはかること。また、災害等特殊事情による取得期間・要件の緩和を図ること。

(55) リフレッシュ（キャリアアップ）休暇の拡充（年6日）、制度運用の弾力化を図るとともに、リカレント休暇、永年勤続休暇等、特別休暇を新設すること。

(56) ボランティア休暇の拡充をはかること。

(57) 産前休暇を8週間、産後休暇を13週間とすること。併せて母体保護のための勤務制限、通勤緩和措置等の拡充を図ること。

(58) 育児時間の取得期間を「生後3年に達しない子」に延長すること。

(59) 職業生活と家庭生活の両立支援のため、現行の看護休暇や予防接種・健康診断にかかる特別休暇等を改善し、対象となる家族の適用範囲の拡大、子どもの学校行事への参加等、要件緩和や取得日数の増日を図ること。また、休業中の経済保障を確立すること。

(60) 忌引休暇を子どもについても10日とすること。また、姻族の忌引休暇の日数を「職員と生計を同一としていた場合」に合わせて、日数を増やすこと。

(61) 各種休暇の取得促進に向け、取得しやすい環境整備を図ること。

３　人員確保・諸権利の拡大について

(62) 試験研究機関の地方独立行政法人化は行わないこと。

(63) ＩＬＯが日本政府に行った勧告を遵守し、公務員労働者に労働基本権を回復するよう国に働きかけること。

(64) 年度末退職者及び欠員は正規職員で完全補充すること。特に、現業職場での欠員を完全補充するとともに、増員を図ること。

(65) 復興業務、放射能対策関連業務、用地交渉業務等が、長期化していることを踏まえ、業務に見合う、任期の定めのない正規職員の増員を行うこと。やむを得ず、他県等応援職員での対応となる場合は、派遣元自治体の労働条件と比して労働条件が後退しないよう条件整備を図るとともに、任期付職員での対応となる場合は、任期の定めのない職員への採用に向けた要件整備等を行うこと。

(66)  職場の実態を踏まえ、業務の増大のみならず、業務の質の向上、技術や経験の継承等の視点を重視し、人員を配置すること。当面、条例定数の不足分を早急に措置すること。

(67)  採用計画（職種・人数）を早期に明示すること。

(68)  障がい者雇用については、法定雇用率、障がいの種別に捉われず積極的に雇用を促進するとともに、また、雇用した職員の待遇、働きやすい環境の確保に努めるなど必要な職場環境の整備を行うこと。
(69)  業務のアウトソーシングに伴う機構改革及び事務事業の見直しについては、労働組合と十分に協議し、労使合意を前提とすること。

(70)  育児休業制度を改善し、育児休業者についても各種手当を支給するとともに、経済保障の充実、代替職員の確保など取得環境の整備を行うこと。特に、有免等専門職種、年度を超える休業等については、正規職員による補充とすること。なお、育児短時間勤務制度を活用して代替職員を確保する場合は、制度の趣旨に鑑み、当該職員に超過勤務を命じないこと。

(71)  男女共同参画の促進及び次世代育成の観点から、職業生活と家庭生活の両立支援策の拡充を図ること。

(72) 現業職場の直営を堅持すること。また、すべての労働条件については事前協議を行った上で協約を締結すること。

(73)  医療・福祉職場における保健師・看護職員・施設職員・児童福祉司等の人員を積極的に確保するとともに、医療・福祉職場の労働条件改善を図ること。

(74)  安全衛生委員会の機能強化を図り労働災害の未然防止に努めること。特に、健康診断項目の拡充、放射能対策関連業務従事者の健康診断など、健康管理体制の充実に努めること。

(75)  定期健康診断や特殊業務健康診断等の実施にあたり、受診機関の拡大や交通費の負担軽減など、受診しやすい環境整備を考慮すること。

(76)  震災関連業務・放射能対策関連業務などの対応に伴う精神的負担により、メンタルヘルス対策が必要となっていることから、専任部所の配置など、抜本的な対応を行うこと。

(77)  セクシャルハラスメント、パワーハラスメント防止について、職員への意識啓発を図るとともに、相談環境の拡大、管理職研修などでの対策を徹底すること。

(78)  交通事故等にかかる、いわゆる「失職特例条例」を制定すること。 また、事故後の対応に関する協定など、必要な手続きなどの整備を行うこと。

(79)  懲戒処分の適用にあたっては、不祥事の責任を一方的に職員に求めることなく原因や背景を十分精査するなど、処分権を乱用しないこと。また、処分行為は職員の人権に配慮するとともに公表などの取扱いにあたっては十分に慎重を期すること。

(80)  不足する公舎等の建設・借り上げ等により、住環境の整備を図ること。また、老朽化や破損、カビ発生、狭小、設備不足等の実態を把握し、定期的に改善を行うこと。特に、仮設住宅を公舎の代替施設として使用する場合、防音・防寒・暑熱対策などについて、県当局の責任において整備し、職員の負担を生じさせないこと。

(81)  労働組合が実施・運営する厚生福利施設等に係る負担・取扱いの変更にあたっては労使合意を前提とするとともに、当該施設の公的役割を考慮し光熱水費の負担軽減を図ること。

(82)  人事異動は本人希望を第一に尊重し、長期単身赴任者の解消を図るとともに定期異動に係る発令内示は３月1日とすること。当面、内示日から発令日まで、土日３回を確保すること。また、年度途中における人事異動については、本人及び現所属職場の意向に特に考慮し、事前協議・合意を前提とすること。

(83)  中央省庁からの「天下り」人事をやめ、地元職員を登用すること。

(84)  被服貸与、公用車配置、関係図書の整備等をはかり、業務にかかわる経費の自己負担をなくすこと。

(85)  雇用と年金の接続の形態として「65歳までの段階的定年延長」を基本とする制度確立を図ること。制度完成までの間、現行の高齢者再任用制度について、雇用継続の考え方を基本とした、希望者全員の採用を行うとともに、定数増等の対策を行うこと。

(86)  公益法人等派遣制度について、職員派遣の適正化及び手続きの透明化を図るとともに、派遣に伴う職員の処遇改善を図ること。また、振興局長の権限において独自に行われる市町村や他団体等への派遣・交流人事についても、勤務労働条件の大幅な変更となることから、本人の事前合意を前提とすること。さらに、人事課において状況を把握し、不適切な人事を是正すること。

４　臨時・非常勤職員の待遇改善について

(87) 人事院が2008年に示した「非常勤職員の給与に関する指針」を参考に、臨時・非常勤職員の均等待遇に向け、賃金・労働条件を改善すること。

(88)  臨時・非常勤職員の賃金を改善し、最低でも行政（一）1級13号水準を確保するとともに、日給は7,590円以上、時間給は980円以上とすること。

(89)  労働時間短縮に関連して不利益が生じないよう、雇用保険の対象となる週20時間以上の勤務となる勤務条件を確保すること。

(90)  臨時・非常勤職員の勤務実態を考慮し、現行の任用条件（任用制限等）を改善すること。

(91)  一時金及び退職手当を支給すること。

(92)  通勤割り増し賃金を通勤手当として、実費弁償とすること。

(93)  臨時職員の年次有給休暇の拡充を図るとともに、各種休暇制度・健康診断等を一般職員に準じて措置・実施すること。

(94)  非常勤職員に対しても、各種特別休暇・病気休暇等を一般職員と同様に付与し、有給とすること。

(95)  臨時・非常勤職員に対して、赴任旅費等の支給を行うこと。

５　公契約条例の制定と関係法令違反対策について

(96) 地域公共サービスの質の確保と公共サービスを担う労働者の処遇確保・公正労働が実現されるよう、委託料や補助金をはじめとする自治体予算の確保・改善を図ること。また総合評価方式による入札制度の改革や｢公契約条例｣の制定に向けて具体的な検討を行うこと。

(97) 労働組合の参加による｢職場労働法令対策委員会（仮称）」を設置し、職場における法令違反の一掃に取り組むこと。

(98) 自治体財政健全化法に関わる財政指標のみを基準に事業の在り方を判断せず、住民生活に直結する医療、福祉、環境、ライフラインなど公共サービスの確保を最優先とすること。

(99) 決算状況や地方交付税算定の状況など、予算編成に関わる情報の開示と十分な説明を行うこと。

(100) 不要不急事業の見直し、予算の組み替えなどについて、労働組合からの意見を真摯に受け、誠意をもって検討すること。

６　地震災害時の対応、労働条件について

(101) 災害時に使用する器具や機器などの保有状況と使用方法を全職員に周知すること。有資格者の必要なものについては、免許取得者の拡大等に取り組むこと。

(102) 災害時は職員の安全のための避難を最優先し人命を尊重すること。また、全職員に災害対応マニュアル等を配布し、研修を実施すること。

(103) 災害時の時間外勤務や休日出勤については、労働基準法第33条に全ての組合員が抵触することを認識し、災害時の動員方法や夜間勤務時間など、労働条件について具体内容を労使間で確認すること。

(104) 災害対応の優先により職員財産（車両等）が失われることがないよう対策を講じること。また、失った職員財産については補償を行うこと。

(105) 災害時における時間外勤務や休日出勤等の動員については、動員者に家庭環境などをヒアリング等で把握し、本人同意を事前文書で得ること。ただし、親族等で死亡者や重傷者が発生した場合は、動員から免除することなどを規定すること。さらに、以下の職員については、動員体制から免除すること。

① 妊産婦、産後1年以内の職員、ひとり親家庭、専属的に介護を自宅で行っている職員

② 精神疾患や持病等で業務に耐え難いと判断できる職員、休職中の職員

(106) 災害時においても労働基準法や労働安全衛生法など各種法令・条例・規則を遵守し、労働者の勤務労働条件と安全を確保すること。

① １週間に１度の全休日を最低限設けるなど、交替制勤務の確立を事前に行うこと。

② 連続勤務が想定されることから、13時間以上の連続した勤務を実施しないこと。

③ 災害時においてもサービス残業が発生しないように厳密に管理すること。

(107) 災害時においても労働安全衛生委員会の活動を休止することなく活用するため、以下の内容について労使間で確認すること。

① 災害対策本部委員に労働安全衛生委員の労働側委員（組合代表）を入れること。

② 災害対策本部を設置した際は、速やかに産業医または産業看護師を常駐させること。

③ ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）などに注目し、心の健康に配慮した体制を確立すること。

(108) 災害時における職場内の衛生管理に着目し、公衆衛生（トイレ等）や集団食中毒・細菌性ウイルス感染等について、予防体制を確立すること。

(109) 災害時において労働環境の改善のため、以下の内容について取り組むこと。

① 熱中症や防寒対策として、必要物品を備蓄すること。

② 非常用電源や照明等のための設備を配備すること。

③ 非常食や医薬品及び救急用品などを災害時用として常備すること。

(110) 災害派遣等で、管外へ出張または災害派遣される場合は、以下の項目について事前に労働組合と協議すると共に、職員の同意を得ること。

① 派遣意欲を有する者であること。

② 派遣に対し家庭事情などで拒否できるものであること。

③ 氏名、年齢、血液型、緊急連絡先、健康状態及び破傷風予防接種の有無を労働組合に報告し派遣者について事前協議すること。

④ 派遣場所や活動範囲とその場所の被災状況を報告すること。また、２次災害を想定して安全面にも配慮した判断を行うこと。

⑤ 派遣者の勤務条件などを労働組合に提示し事前協議すること。

⑥ 従事業務＝派遣期間中の従事業務（安全面の考察含む）を提示し事前協議すること。

⑦ 派遣協定に基づき他市町村の職員身分となる場合には、その期間の不利益が生じないようにすること。また、休職派遣となる場合には、昇給などに不利益がないようにすること。

⑧ 公務災害適用範囲＝派遣時の出発から帰着までの移動交通機関を含む期間を適用範囲とすること。その上で、長期間派遣する場合には、宿舎内での待機や就寝中などに余震等で被災した場合は、適用範囲内とすること。

(111) 災害時の動員において、女性職員については、労働環境の整備や深夜帰宅の安全配慮などが労使間で確認できるまで、夜間の動員配置を行わないこと。

(112)  災害時の動員等において、動員発令時間が短時間になることにより、動員（実働時間29分以下の場合）されても賃金支給されないケースが発生するが、災害動員出勤手当などの新設を早期に行うこと。

(113)  勤務時間外における気象警報出動・待機等においては、遠距離通勤者を対象からはずすなど、実際の緊急性を考慮した体制とすること。
(114)  その他災害に関わる、賃金労働条件に関することについては、管理者が誠意を持って事前協議を実施すること。
２０１５春闘要求書　「付　属　書」

「２０１５春闘統一要求書」の各要求項目に対する切実な実態を明らかにするため、集約にあたって実施した『生活実態アンケート』の特徴的な意見を本書のとおり付記します。

１　賃金・手当、昇任・昇格等について

· ここ数年基本給が頭打ちで上がっていない。仕事の責任は重くなっており、頑張らなくてはと思うが辛く感じる。中高年層にも光を当ててほしい。

· 通勤手当を満額支給にして欲しい。高速道料金の助成距離については引き下げて欲しい。

· 初任給調整手当ての支給基準である年齢制限は差別なのですくに見直してください。

· 通勤手当で自己負担になるのはおかしい。全国最低レベルの給与額にさらに1万円出したら減給しているのと同じだ。

· 臨時職員の待遇改善を。通勤手当へ有料駐車場の上乗せを求めます。

· 病気療養者が長期にわたる場合の人員確保および代行者への賃金措置を制度化してほしい。

２　人員・超過勤務などについて

· 職員数が足りない。震災前と同じか少し多い職員数で２～３倍の業務量をこなしている。

· 長時間残業に対する感覚がマヒしていると感じる。一度に処理しきれないほどの仕事が来る。

· 職場はでは恒常的に超勤があり業務量に見合った人員配置をしてほしい。人員の内示は早く行ってほしい。

· 本質的な職員定数不足。職場に必要な人員を時間をかけても積み上げて配置していくべき。

· 専門職の人員が不足している。正規職員で配置するべき。

· サービスはそのままを求められるが、人員が不足しているので、状況として厳しい。増やす必要があるところに人員配置をお願いしたい。

· 数だけの人員配置はやめてほしい。

· 仕事量に応じた人員配置を。一人配置の出先では病気になった際のフォローを感じられない。複数配置か万が一のバックアップ体制を考えて欲しい。事務処理の適正さを求めているならそれなりの環境を最低限整えるべき。

· 月平均80時間を超えて時間外をしています。外部の交渉など人員不足のため、１人で行う事が多くなっており、肉体的、精神的負担がかかっています。職員増員希望します。

· 今、他県応援職員によっているところが大きいが、プロパー職員の配置を希望する。

· 人員を増やし超過勤務時間縮減につなげてほしい。

· 予算がないことを理由に超勤手当が支給されていないことに強い怒りを感じる。正当な労働対価を支払うよう強く要求します。

· 適切な人員配置、特に定数は充足してほしい。

· 福祉に人がこない、もうつかれました。

· 職員の適正配置を求めます。特に研究員の数が不足している。

· 正規職員で技能員を増やすべき。

· 船舶職員の増員。

· 育休代替職員として正規職員の配置を希望します。
· 新採を入れてもらいたい。後継者を育てるのには3年はかかる。頭数だけの問題ではない

· 適正な職員配置をお願いしたい。女性職員が多いと子育てにより、業務もしくは子育てに支障が出る。

· 育児休暇、病休で休んでいる職員が数人います。非常に業務がタイトです。人事異動や補充で配慮がほしいです。

３　人事異動・単身赴任等について

· 人事異動の内示は３月第１週にして欲しい。子どもの入学、転校手続きに支障がある。

· 年度途中での人事異動はやめていただきたいです。異動する方はもちろん、残された業務を引き継ぐ方もストレスです。

· 身上調書の内容に沿った異動をして欲しい。

· 何度も心の病により病休をとっている職員への配慮をして欲しい。

· 業務量の差が大きい。適正適所での配置をお願いしたい。心の病のある職員に対し、悪化するような人事は行わないで欲しい。
４　休暇・勤務時間等について
· 夏期くらいしか有休がとれないのに夏休みのイベントが年々確実に増えていて休みが取れなくなってきた。

· 休日の超過勤務に対して代休を半ば強制される状況があり不満に感じている
５　組織構成・広域局課題等について

· 全般的に職員が不足しており、スキルを他の職員に伝えていくのが難しいため、本局・センターの枠にとらわれず特定の職場に業務を集約しなければ人材が育たない。

· 沿岸は人が多過ぎ、内陸は少な過ぎでアンバランスに感じる。公舎の整備が必要であり、仮設住宅に住まわせるのは酷。

· 職場の人間関係で健康を害することないような配置をしてほしい。

６　職員公舎・庁舎環境整備など

· 他県からの派遣職員が公舎に多数入居している結果、プロパー職員がアパートを借りることになり、公舎の運営（管理）が少ないプロパー職員で行われている。派遣職員の住む場所は民間のアパートを借り上げ公舎にして対応できないものか。

· 公用車が古くなっている。命を乗せて走っているのだから必要な予算をきちんと付けるべき。

· 執務室の寒暖の程度が劣悪であり改善してほしい。

· 復興のための職員増に伴い、執務室が手狭になっている。トイレの数は以前のままで、混むことも少なくない。公舎が老朽化していることも含め改善して欲しい。

７　人事評価制度など

· 評価制度についてフィードバックされる場をしっかり確立してほしい
· 人事評価は自己評価なのに、訂正を求める面談の意味がわからない。現行制度の検証が必要ではないか。

· 人事評価を気にしても仕方ないので逆に無関心になった。評価基準が不明確。

· 人事の自己評価制度は、不透明かつ合理性を欠いている。常識的に改善を望みます。

· 所属長が専門職だと、事務職の人事評価が適切に評価されているか疑問（その逆も）。評価基準も不明確であることから、もう少し考えていただきたい。

· 人事評価制度の評価の方法として表彰もあるが、業務の種類によって表彰を受けやすさが異なり公平と言えないのでは。定型的な業務を頑張っている職員にも表彰や評価を受けられるシステムにして欲しい。
８　その他

· 昼の節電は良いと思うが45分休憩の職員には15分間は暗い中で作業するため視力に影響するのではないか。

· 人員、環境、労働条件が職場実態にあっていない、本庁(政策サイド)に要求してはいけない風潮が職場にある。本庁は先出に対して配慮がなさすぎる。

· 適材適所とパワハラ解消を全県の目標に。

· 管理者は期限付・派遣応援職員の業務をきちんと管理すべき。仕事の分担を理解していないため、問題が出ている。真面目に働く周りの職員がやる気を無くす。

